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神奈川県自然環境保全審議会関係規程 

○神奈川県自然環境保全審議会条例（昭和48年３月31日条例第５号） 

神奈川県自然環境保全審議会条例 

昭和48年３月31日 

条例第５号 

改正 平成４年３月31日条例第19号    

神奈川県自然環境保全審議会条例をここに公布する。 

神奈川県自然環境保全審議会条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、自然環境保全法（昭和47年法律第85号）第51条第３項の規定に基づき、神奈川

県自然環境保全審議会の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織等） 

第２条 神奈川県自然環境保全審議会（以下「審議会」という。）は、40人以内の委員をもつて組織

する。 

２ 委員は、学識経験のある者、神奈川県議会議員並びに関係行政機関の長及び職員のうちから知事

が委嘱する。 

３ 学識経験のある者のうちから委嘱される委員の任期は、２年とする。ただし、当該委員が欠けた

場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 前項の委員は、再任されることができる。 

一部改正〔平成４年条例19号〕 

（会長及び副会長） 

第３条 審議会に、会長１人及び副会長２人を置き、委員の互選によつてこれらを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長があらかじめ定めた順序により、会長に事故があるときはその職

務を代理し、会長が欠けたときはその職務を行う。 

一部改正〔平成４年条例19号〕 

（会議） 

第４条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員の２分の１以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもつて決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

（部会の設置） 

第５条 審議会に、次の部会を置く。 

(１) 自然保護部会 

(２) 温泉部会 

２ 部会は、会長が審議会に諮つて指名する委員をもつて構成する。 

追加〔平成４年条例19号〕 

（部会長及び副部会長） 

第６条 部会に、部会長及び副部会長各１人を置き、当該部会の委員の互選によつてこれらを定める。 

２ 部会長は、部会の会務を掌理する。 

３ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるときはその職務を代理し、部会長が欠けたと

きはその職務を行う。 

追加〔平成４年条例19号〕 

（部会の会議） 

第７条 部会の会議については、第４条の規定を準用する。この場合において、同条中「審議会」と

あるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と、「委員」とあるのは「当該部会の委員」

と読み替えるものとする。 

追加〔平成４年条例19号〕 

（審議会と部会との関係） 

第８条 審議会は、その定めるところにより、部会の議決をもつて審議会の議決とすることができる。 

追加〔平成４年条例19号〕 
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（委員でない者の出席） 

第９条 審議会又は部会において必要があると認めたときは、その会議に、専門的事項に関し学識経

験のある者その他関係人の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

一部改正〔平成４年条例19号〕 

（幹事） 

第10条 審議会に、幹事若干人を置く。 

２ 幹事は、神奈川県職員のうちから知事が任命する。 

３ 幹事は、会長の命を受け、審議会の事務を処理する。 

一部改正〔平成４年条例19号〕 

（委任） 

第11条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮つて定

め、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が部会に諮つて定める。 

一部改正〔平成４年条例19号〕 

附 則 

この条例は、公布の日から起算して３月をこえない範囲内で規則で定める日から施行する。 

（昭和48年４月規則第41号で、同48年４月12日から施行） 

附 則（平成４年３月31日条例第19号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

（神奈川県温泉審議会条例の廃止） 

２ 神奈川県温泉審議会条例（昭和25年神奈川県条例第21号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この条例による改正後の第２条第２項の規定により新たに学識経験のある者のうちから委嘱され

た委員の任期は、同条第３項の規定にかかわらず、平成５年５月31日までとする。

○自然環境保全法（抄） 

（都道府県における自然環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関） 

第五十一条 都道府県に、都道府県における自然環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関を

置く。 

２ 前項の審議会その他の合議制の機関は、温泉法（昭和二十三年法律第百二十五号）及び鳥獣の保

護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成十四年法律第八十八号）の規定によりその権限

に属させられた事項を調査審議するほか、都道府県知事の諮問に応じ、当該都道府県における自然

環境の保全に関する重要事項を調査審議する。 

３ 第一項の審議会その他の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定

める。 

○鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（抄） 

（鳥獣保護管理事業計画） 

第四条 都道府県知事は、基本指針に即して、当該都道府県知事が行う鳥獣保護管理事業の実施に関

する計画（以下「鳥獣保護管理事業計画」という。）を定めるものとする。 

２ 鳥獣保護管理事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 鳥獣保護管理事業計画の計画期間 

二 第二十八条第一項の規定により都道府県知事が指定する鳥獣保護区、第二十九条第一項に規定

する特別保護地区及び第三十四条第一項に規定する休猟区に関する事項 

三 鳥獣の人工増殖（人工的な方法により鳥獣を増殖させることをいう。以下同じ。）及び放鳥獣

（鳥獣の保護のためにその生息地に当該鳥獣を解放することをいう。以下同じ。）に関する事項 

四 第九条第一項の許可（鳥獣の管理の目的に係るものに限る。）に関する事項 

五 第三十五条第一項に規定する特定猟具使用禁止区域及び特定猟具使用制限区域並びに第六十八

条第一項に規定する猟区に関する事項 

六 第七条第一項に規定する第一種特定鳥獣保護計画を作成する場合においては、その作成に関す
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る事項 

七 第七条の二第一項に規定する第二種特定鳥獣管理計画を作成する場合においては、その作成に

関する事項 

八 鳥獣の生息の状況の調査に関する事項 

九 鳥獣保護管理事業の実施体制に関する事項 

３ 鳥獣保護管理事業計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、鳥獣保護管理事業に関する普

及啓発に関する事項その他鳥獣保護管理事業を実施するために必要な事項を定めるよう努めるもの

とする。 

４ 都道府県知事は、鳥獣保護管理事業計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじ

め、自然環境保全法（昭和四十七年法律第八十五号）第五十一条の規定により置かれる審議会その

他の合議制の機関（以下「合議制機関」という。）の意見を聴かなければならない。 

５ 都道府県知事は、鳥獣保護管理事業計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを

公表するよう努めるとともに、環境大臣に報告しなければならない。 

（第一種特定鳥獣保護計画） 

第七条 都道府県知事は、当該都道府県の区域内において、その生息数が著しく減少し、又はその生

息地の範囲が縮小している鳥獣（希少鳥獣を除く。）がある場合において、当該鳥獣の生息の状況

その他の事情を勘案して当該鳥獣の保護を図るため特に必要があると認めるときは、当該鳥獣（以

下「第一種特定鳥獣」という。）の保護に関する計画（以下「第一種特定鳥獣保護計画」という。）

を定めることができる。 

２ 第一種特定鳥獣保護計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 第一種特定鳥獣の種類 

二 第一種特定鳥獣保護計画の計画期間 

三 第一種特定鳥獣の保護が行われるべき区域 

四 第一種特定鳥獣の生息数の適正な水準及び生息地の適正な範囲その他第一種特定鳥獣の保護の

目標 

五 その他第一種特定鳥獣の保護を図るための事業を実施するために必要な事項 

３ 第一種特定鳥獣保護計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、第一種特定鳥獣の保護を図

るために必要な事項を定めるよう努めるものとする。 

４ 第一種特定鳥獣保護計画は、鳥獣保護管理事業計画に適合したものでなければならない。 

５ 都道府県知事は、第一種特定鳥獣保護計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらか

じめ、利害関係人の意見を聴かなければならない。 

６ 都道府県知事は、第一種特定鳥獣保護計画を定め、又はこれを変更しようとする場合において、

第二項第三号に規定する区域内に第二十八条第一項の規定により環境大臣が指定する鳥獣保護区が

あるときは、あらかじめ、環境大臣に協議しなければならない。 

７ 都道府県知事は、第一種特定鳥獣保護計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらか

じめ、関係地方公共団体と協議しなければならない。 

８ 第四条第四項及び第五項の規定は、第一種特定鳥獣保護計画について準用する。 

（第二種特定鳥獣管理計画） 

第七条の二 都道府県知事は、当該都道府県の区域内において、その生息数が著しく増加し、又はそ

の生息地の範囲が拡大している鳥獣（希少鳥獣を除く。）がある場合において、当該鳥獣の生息の

状況その他の事情を勘案して当該鳥獣の管理を図るため特に必要があると認めるときは、当該鳥獣

（以下「第二種特定鳥獣」という。）の管理に関する計画（以下「第二種特定鳥獣管理計画」とい

う。）を定めることができる。 

２ 第二種特定鳥獣管理計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 第二種特定鳥獣の種類 

二 第二種特定鳥獣管理計画の計画期間 

三 第二種特定鳥獣の管理が行われるべき区域 

四 第二種特定鳥獣の生息数の適正な水準及び生息地の適正な範囲その他第二種特定鳥獣の管理の

目標 

五 第二種特定鳥獣が指定管理鳥獣であり、かつ、都道府県又は国の機関が当該指定管理鳥獣の捕

獲等をする事業を実施する場合においては、当該事業（以下「指定管理鳥獣捕獲等事業」という。）

の実施に関する事項 

六 その他第二種特定鳥獣の管理を図るための事業を実施するために必要な事項 

３ 第四条第四項及び第五項並びに前条第三項から第七項までの規定は、第二種特定鳥獣管理計画に
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ついて準用する。この場合において、同条第三項中「前項各号」とあるのは「次条第二項各号」と、

「第一種特定鳥獣の保護」とあるのは「第二種特定鳥獣の管理」と、同条第六項中「第二項第三号」

とあるのは「次条第二項第三号」と読み替えるものとする。 

（対象狩猟鳥獣の捕獲等の禁止又は制限） 

第十二条 環境大臣は、国際的又は全国的に特に保護を図る必要があると認める対象狩猟鳥獣がある

場合には、次に掲げる禁止又は制限をすることができる。 

一 区域又は期間を定めて当該対象狩猟鳥獣の捕獲等を禁止すること。 

二 区域又は期間を定めて当該対象狩猟鳥獣の捕獲等の数を制限すること。 

三 当該対象狩猟鳥獣の保護に支障を及ぼすものとして禁止すべき猟法を定めてこれにより捕獲等

をすることを禁止すること。 

２ 都道府県知事は、当該都道府県の区域内において特に保護を図る必要があると認める対象狩猟鳥

獣がある場合には、前項の禁止又は制限に加え、同項各号に掲げる禁止又は制限をすることができ

る。 

３ 前二項の場合において、第一項第二号に掲げる制限をするために必要があると認められるときは、

環境大臣又は都道府県知事は、当該対象狩猟鳥獣の捕獲等につきあらかじめ承認を受けるべき旨の

制限をすることができる。 

４ 都道府県知事は、第二項の禁止若しくは制限若しくは前項の制限をし、又はこれらを変更しよう

とするときは、環境大臣に届け出なければならない。 

５ 第九条第一項の許可を受けた者又は従事者は、第一項若しくは第二項の規定による禁止若しくは

制限又は第三項の規定による制限にかかわらず、当該許可に係る捕獲等をすることができる。 

６ 第二条第十項の規定は第一項の規定による禁止若しくは制限又は第三項の規定により環境大臣が

する制限について、第四条第四項及び第七条第五項の規定は第二項の規定による禁止若しくは制限

又は第三項の規定により都道府県知事がする制限について準用する。 

（第二種特定鳥獣に係る特例） 

第十四条 都道府県知事は、第二種特定鳥獣が狩猟鳥獣である場合において、当該第二種特定鳥獣に

係る第二種特定鳥獣管理計画の達成を図るため特に必要があると認めるときは、第三十四条第一項

の規定により指定した休猟区の全部又は一部について、当該第二種特定鳥獣に関し、捕獲等をする

ことができる区域を指定することができる。 

２ 都道府県知事は、第二種特定鳥獣が狩猟鳥獣であり、かつ、その狩猟期間が第十一条第二項の規

定により限定されている場合において、当該第二種特定鳥獣に係る第二種特定鳥獣管理計画の達成

を図るため特に必要があると認めるときは、当該狩猟期間の範囲内で、当該第二種特定鳥獣に関し、

同項の規定により限定された期間を延長することができる。 

３ 都道府県知事は、第二種特定鳥獣が狩猟鳥獣である場合において、当該第二種特定鳥獣に係る第

二種特定鳥獣管理計画の達成を図るため特に必要があると認めるときは、当該都道府県の区域内で、

環境大臣が当該第二種特定鳥獣に関し行う第十二条第一項の規定による禁止又は制限の全部又は一

部を解除することができる。 

４ 第四条第四項、第七条第五項及び第十二条第四項の規定は第二項の規定による期間の延長及び前

項の規定による禁止又は制限の解除について、同条第五項の規定は前項の規定による禁止又は制限

の解除について、第三十四条第三項及び第四項の規定は第一項の規定による区域の指定について準

用する。この場合において、同条第三項中「その旨並びにその名称、区域及び存続期間」とあるの

は「その旨並びに区域及び存続期間」と、同条第四項中「前項の規定による公示」とあるのは「第

十四条第四項において読み替えて準用する前項の規定による公示」と読み替えるものとする。

（鳥獣保護区） 

第二十八条 環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣の種類その他鳥獣の生息の状況を勘案して当該鳥獣

の保護を図るため特に必要があると認めるときは、それぞれ次に掲げる区域を鳥獣保護区として指

定することができる。 

一 環境大臣にあっては、国際的又は全国的な鳥獣の保護のため重要と認める区域 

二 都道府県知事にあっては、当該都道府県の区域内の鳥獣の保護のため重要と認める区域であっ

て、前号に掲げる区域以外の区域 

２ 前項の規定による指定又はその変更は、鳥獣保護区の名称、区域、存続期間及び当該鳥獣保護区

の保護に関する指針を定めてするものとする。 

３ 環境大臣又は都道府県知事は、第一項の規定による指定をし、又はその変更をしようとするとき

（変更にあっては、鳥獣保護区の区域を拡張するときに限る。次項から第六項までにおいて同じ。）

は、あらかじめ、関係地方公共団体の意見を聴かなければならない。 
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４ 環境大臣又は都道府県知事は、第一項の規定による指定をし、又はその変更をしようとするとき

は、あらかじめ、環境省令で定めるところにより、その旨を公告し、公告した日から起算して十四

日（都道府県知事にあっては、その定めるおおむね十四日の期間）を経過する日までの間、当該鳥

獣保護区の名称、区域、存続期間及び当該鳥獣保護区の保護に関する指針の案（次項及び第六項に

おいて「指針案」という。）を公衆の縦覧に供しなければならない。 

５ 前項の規定による公告があったときは、第一項の規定による指定をし、又はその変更をしようと

する区域の住民及び利害関係人は、前項に規定する期間が経過する日までの間に、環境大臣又は都

道府県知事に指針案についての意見書を提出することができる。 

６ 環境大臣又は都道府県知事は、指針案について異議がある旨の前項の意見書の提出があったとき、

その他鳥獣保護区の指定又は変更に関し広く意見を聴く必要があると認めるときは、環境大臣にあ

っては公聴会を開催するものとし、都道府県知事にあっては公聴会の開催その他の必要な措置を講

ずるものとする。 

７ 鳥獣保護区の存続期間は、二十年を超えることができない。ただし、二十年以内の期間を定めて

これを更新することができる。 

８ 環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣の生息の状況の変化その他の事情の変化により第一項の規定

による指定の必要がなくなったと認めるとき、又はその指定を継続することが適当でないと認める

ときは、その指定を解除しなければならない。 

９ 第二項並びに第十五条第二項、第三項、第十三項及び第十四項の規定は第七項ただし書の規定に

よる更新について、第三条第三項の規定は第一項の規定により環境大臣が行う指定及びその変更（鳥

獣保護区の区域を拡張するものに限る。）について、第四条第四項及び第十二条第四項の規定は第

一項の規定により都道府県知事が行う指定及びその変更（第四条第四項の場合にあっては、鳥獣保

護区の区域を拡張するものに限る。）について、第十五条第二項、第三項、第十三項及び第十四項

の規定は第一項の規定による指定及びその変更について準用する。この場合において、同条第二項

中「その旨並びにその名称、区域及び存続期間」とあるのは「その旨並びに鳥獣保護区の名称、区

域、存続期間及び当該鳥獣保護区の保護に関する指針」と、同条第三項中「前項の規定による公示」

とあるのは「第二十八条第九項において読み替えて準用する前項の規定による公示」と読み替える

ものとする。 

１０ 第十二条第四項の規定は第八項の規定により都道府県知事が行う鳥獣保護区の指定の解除につ

いて、第十五条第二項及び第三項の規定は第八項の規定による指定の解除について準用する。この

場合において、同条第二項中「その旨並びにその名称、区域及び存続期間」とあるのは「その旨及

び解除に係る区域」と、同条第三項中「前項の規定による公示」とあるのは「第二十八条第十項に

おいて読み替えて準用する前項の規定による公示」と読み替えるものとする。 

１１ 鳥獣保護区の区域内の土地又は木竹に関し、所有権その他の権利を有する者は、正当な理由が

ない限り、環境大臣又は都道府県知事が当該土地又は木竹に鳥獣の生息及び繁殖に必要な営巣、給

水、給餌（じ）等の施設を設けることを拒んではならない。 

（特別保護地区） 

第二十九条 環境大臣又は都道府県知事は、それぞれ鳥獣保護区の区域内で鳥獣の保護又は鳥獣の生

息地の保護を図るため特に必要があると認める区域を特別保護地区として指定することができる。 

２ 特別保護地区の存続期間は、当該特別保護地区が属する鳥獣保護区の存続期間の範囲内において

環境大臣又は都道府県知事が定める期間とする。 

３ 環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣の生息の状況の変化その他の事情の変化により第一項の規定

による指定の必要がなくなったと認めるとき、又はその指定を継続することが適当でないと認める

ときは、その指定を解除しなければならない。 

４ 第二項の規定は第一項の規定による指定の変更について、第三条第三項の規定は第一項の規定に

より環境大臣が行う指定及びその変更（特別保護地区の区域を拡張し、又は存続期間を延長するも

のに限る。）について、第四条第四項及び第十二条第四項の規定は第一項の規定により都道府県知

事が行う指定及びその変更（第四条第四項の場合にあっては、特別保護地区の区域を拡張し、又は

存続期間を延長するものに限る。）について、第十五条第二項、第三項、第十三項及び第十四項並

びに第二十八条第二項から第六項までの規定は第一項の規定による指定及びその変更（同条第三項

から第六項までの場合にあっては、特別保護地区の区域を拡張し、又は存続期間を延長するものに

限る。）について準用する。この場合において、第十二条第四項中「環境大臣に届け出なければ」

とあるのは「特別保護地区の存続期間の終了後引き続き当該特別保護地区の区域と同一の区域を特

別保護地区として指定する場合又は特別保護地区の存続期間を延長する場合にあっては環境大臣に

届け出、これら以外の場合にあっては環境大臣に協議しなければ」と、第十五条第二項中「その旨
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並びにその名称、区域及び存続期間」とあるのは「その旨並びに特別保護地区の名称、区域、存続

期間及び当該特別保護地区の保護に関する指針」と、同条第三項中「前項の規定による公示」とあ

るのは「第二十九条第四項において読み替えて準用する前項の規定による公示」と読み替えるもの

とする。 

５ 第十二条第四項の規定は第三項の規定により都道府県知事が行う指定の解除について、第十五条

第二項及び第三項の規定は第三項の規定による指定の解除について準用する。この場合において、

第十二条第四項中「届け出なければ」とあるのは「協議しなければ」と、第十五条第二項中「その

旨並びにその名称、区域及び存続期間」とあるのは「その旨及び解除に係る区域」と、同条第三項

中「前項の規定による公示」とあるのは「第二十九条第五項において読み替えて準用する前項の規

定による公示」と読み替えるものとする。 

６ 環境大臣は、第四項の規定により読み替えて準用する第十二条第四項の規定による協議を受けた

場合（第一項の規定による指定の変更の場合にあっては、特別保護地区の区域を拡張するときに限

る。）は、農林水産大臣に協議しなければならない。 

７ 特別保護地区の区域内においては、次に掲げる行為は、第一項の規定により環境大臣が指定する

特別保護地区（以下「国指定特別保護地区」という。）にあっては環境大臣の、同項の規定により

都道府県知事が指定する特別保護地区（以下「都道府県指定特別保護地区」という。）にあっては

都道府県知事の許可を受けなければ、してはならない。ただし、鳥獣の保護に支障がないと認めら

れる行為として国指定特別保護地区にあっては環境大臣が、都道府県指定特別保護地区にあっては

都道府県知事がそれぞれ定めるものについては、この限りでない。 

一 建築物その他の工作物を新築し、改築し、又は増築すること。 

二 水面を埋め立て、又は干拓すること。 

三 木竹を伐採すること。 

四 前三号に掲げるもののほか、国指定特別保護地区にあっては環境大臣が、都道府県指定特別保

護地区にあっては都道府県知事がそれぞれ指定する区域内において、鳥獣の保護に影響を及ぼす

おそれがある行為として政令で定めるものを行うこと。 

８ 前項の許可を受けようとする者は、環境省令で定めるところにより、国指定特別保護地区にあっ

ては環境大臣に、都道府県指定特別保護地区にあっては都道府県知事にそれぞれ許可の申請をしな

ければならない。 

９ 環境大臣又は都道府県知事は、前項の許可の申請があったときは、当該申請に係る行為が次の各

号のいずれかに該当する場合を除き、第七項の許可をしなければならない。 

一 当該行為が鳥獣の保護に重大な支障を及ぼすおそれがあるとき。 

二 当該行為が鳥獣の生息地の保護に重大な支障を及ぼすおそれがあるとき。 

１０ 環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣の保護又は鳥獣の生息地の保護を図るため必要があると認

めるときは、第七項の許可に条件を付することができる。 

（猟区の管理） 

第七十三条 国は、その設定した猟区内における狩猟鳥獣の生息数を確保しつつ安全な狩猟の実施を

図るため必要があると認めるときは、狩猟鳥獣の生息及び繁殖に必要な施設の設置、その人工増殖

その他の当該猟区の維持管理に関する事務を、環境大臣が中央環境審議会の意見を聴いて、指定す

る者に委託することができる。 

２ 前項の規定は、地方公共団体が設定する猟区について準用する。この場合において、同項中「環

境大臣が中央環境審議会の」とあるのは、「都道府県知事が合議制機関の」と読み替えるものとす

る。 

３ 第一項（前項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定により委託を受けた者（次項に

おいて「受託者」という。）は、当該事務に要する費用を負担しなければならない。 

４ 受託者は、猟区内において狩猟をしようとする者から、その費用に充てるべき金額を徴収し、そ

の収入とすることができる。 

○温泉法（抄） 

（土地の掘削の許可） 

第三条 温泉をゆう出させる目的で土地を掘削しようとする者は、環境省令で定めるところにより、

都道府県知事に申請してその許可を受けなければならない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、掘削に必要な土地を掘削のために使用する権利を有する者で
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なければならない。 

（許可の基準） 

第四条 都道府県知事は、前条第一項の許可の申請があつたときは、当該申請が次の各号のいずれか

に該当する場合を除き、同項の許可をしなければならない。 

一 当該申請に係る掘削が温泉のゆう出量、温度又は成分に影響を及ぼすと認めるとき。 

二 当該申請に係る掘削のための施設の位置、構造及び設備並びに当該掘削の方法が掘削に伴い発

生する可燃性天然ガスによる災害の防止に関する環境省令で定める技術上の基準に適合しないも

のであると認めるとき。 

三 前二号に掲げるもののほか、当該申請に係る掘削が公益を害するおそれがあると認めるとき。 

四 申請者がこの法律の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を

受けることがなくなつた日から二年を経過しない者であるとき。 

五 申請者が第九条第一項（第三号及び第四号に係る部分に限る。）の規定により前条第一項の許

可を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者であるとき。 

六 申請者が法人である場合において、その役員が前二号のいずれかに該当する者であるとき。 

２ 都道府県知事は、前条第一項の許可をしないときは、遅滞なく、その旨及びその理由を申請者に

書面により通知しなければならない。 

３ 前条第一項の許可には、温泉の保護、可燃性天然ガスによる災害の防止その他公益上必要な条件

を付し、及びこれを変更することができる。 

（許可の取消し等） 

第九条 都道府県知事は、次に掲げる場合には、第三条第一項の許可を取り消すことができる。 

一 第三条第一項の許可に係る掘削が第四条第一項第一号から第三号までのいずれかに該当するに

至つたとき。 

二 第三条第一項の許可を受けた者が第四条第一項第四号又は第六号のいずれかに該当するに至つ

たとき。 

三 第三条第一項の許可を受けた者がこの法律の規定又はこの法律の規定に基づく命令若しくは処

分に違反したとき。 

四 第三条第一項の許可を受けた者が第四条第三項（第七条の二第二項において準用する場合を含

む。）の規定により付された許可の条件に違反したとき。 

２ 都道府県知事は、前項第一号、第三号又は第四号に掲げる場合には、第三条第一項の許可を受け

た者に対して、温泉の保護、可燃性天然ガスによる災害の防止その他公益上必要な措置を講ずべき

ことを命ずることができる。 

（増掘又は動力の装置の許可等） 

第十一条 温泉のゆう出路を増掘し、又は温泉のゆう出量を増加させるために動力を装置しようとす

る者は、環境省令で定めるところにより、都道府県知事に申請してその許可を受けなければならな

い。 

２ 第四条、第五条、第九条及び前条の規定は前項の増掘の許可について、第六条から第八条までの

規定は同項の増掘の許可を受けた者について、第九条の二の規定は温泉のゆう出路の増掘について

準用する。この場合において、第四条第一項第一号から第三号まで、第五条第二項、第六条、第七

条第一項、第七条の二第一項、第八条第一項及び第三項並びに第九条第一項第一号中「掘削」とあ

るのは「増掘」と、第九条の二中「掘削を」とあるのは「増掘を」と、前条中「掘削が行われた場

合」とあるのは「増掘が行われた場合」と、「当該掘削」とあるのは「当該増掘」と、「温泉をゆ

う出させる目的で土地を掘削した者」とあるのは「温泉のゆう出路を増掘した者」と読み替えるも

のとする。 

３ 第四条（第一項第二号に係る部分を除く。）、第五条、第九条及び前条の規定は第一項の動力の

装置の許可について、第六条、第七条並びに第八条第一項及び第二項の規定は第一項の動力の装置

の許可を受けた者について準用する。この場合において、第四条第一項第一号及び第三号、第五条

第二項、第六条、第七条第一項、第八条第一項並びに第九条第一項第一号中「掘削」とあるのは「動

力の装置」と、同号中「から第三号まで」とあるのは「又は第三号」と、前条中「掘削が行われた

場合」とあるのは「動力の装置が行われた場合」と、「当該掘削」とあるのは「当該動力の装置」

と、「温泉をゆう出させる目的で土地を掘削した者」とあるのは「温泉のゆう出量を増加させるた

めに動力を装置した者」と読み替えるものとする。 

（温泉の採取の制限に関する命令） 

第十二条 都道府県知事は、温泉源を保護するため必要があると認めるときは、温泉源から温泉を採

取する者に対して、温泉の採取の制限を命ずることができる。 
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（審議会その他の合議制の機関への諮問） 

第三十二条 都道府県知事は、第三条第一項、第四条第一項（第十一条第二項又は第三項において準

用する場合を含む。）、第九条（第十一条第二項又は第三項において準用する場合を含む。）、第

十一条第一項又は第十二条の規定による処分をしようとするときは、自然環境保全法（昭和四十七

年法律第八十五号）第五十一条の規定により置かれる審議会その他の合議制の機関の意見を聴かな

ければならない。 

○自然環境保全条例（抄） 

（自然環境保全地域の指定） 

第４条 知事は、関係市町村長及び神奈川県自然環境保全審議会（以下「審議会」という。）の意見

をきいて自然環境保全地域を指定するものとする。 

２ 知事は、前項の規定により自然環境保全地域の指定の案を審議会に諮問しようとするときは、前

条第２項の規定により提出された意見書の要旨を審議会に提出しなければならない。 

３ 知事は、自然環境保全地域を指定する場合には、その旨及びその区域を告示しなければならない。 

４ 自然環境保全地域の指定は、前項の規定による告示によつてその効力を生ずる。 

（自然環境保全地域の指定の解除及びその区域の変更） 

第５条 前２条の規定は、自然環境保全地域の指定の解除及びその区域の変更について準用する。 

（特別地区） 

第６条 知事は、自然環境保全地域の区域内において、特に良好な自然環境を有している区域その他

特に自然環境を維持する必要があると認める区域を特別地区として指定することができる。 

２ 第３条及び第４条の規定は、特別地区の指定及び指定の解除並びにその区域の変更について準用

する。 
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神奈川県自然環境保全審議会傍聴要領 

（趣旨）

第１条 この要領は、神奈川県自然環境保全審議会の会議の傍聴に関し必要な事項を定めるものとする。

（傍聴席の区分）

第２条 傍聴席は、一般席及び報道関係者席に分ける。

（傍聴人の決定等）

第３条 一般席の定員は、１０人以内とし、会議の都度、会長が会議室の収容人員等を考慮して定める。 

２ 神奈川県自然環境保全審議会の事務局は、傍聴希望者を、会議の開催当日に、所定の場所、時間に集

合させるものとする。 

３ 前項の規定により集合した傍聴希望者が、定員に満たない場合は傍聴希望者全員を傍聴人とし、定員

を超える場合は抽選により傍聴人を決定する。 

（傍聴席に入場することができない者） 

第４条 次の者は、傍聴席に入場することができない。 

(１) 決定した傍聴人以外の者 

  (２) 審議を妨害し、又は他人に迷惑を及ぼすおそれがあると明らかに認められる者 

（傍聴人の守るべき事項） 

第５条 傍聴人は、会場の秩序を乱し、又は審議の妨害となるような行為をしてはならない。 

（写真、映画、テレビ等の撮影及び録音の禁止） 

第６条 傍聴人は、会場において、写真、映画、テレビ等の撮影をし、又は録音等をしてはならない。た

だし、事前に会長の許可を得た場合は、この限りではない。 

（秩序の維持） 

第７条 会長は、会議の円滑な運営を図るため、傍聴人に必要な指示をし、又は事務局の職員に指示させ

ることができる。 

２ 会長は、前項の指示をし、又は事務局の職員に指示させたにもかかわらず、傍聴人が指示に従わない

ときは、傍聴人を退場させることができる。 

（部会への準用） 

第８条 第２条から第７条までの規定は、神奈川県自然環境保全審議会の部会について準用する。この場

合において、「神奈川県自然環境保全審議会」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」

と読み替えるものとする。 

（実施細目） 

第９条 この要領に定めのない事項は、会長が審議会に諮って定める。 

附 則 

この要領は、平成 14 年９月１日から施行する。 

参考資料２


